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【事務連絡者氏名】 総務部文書チーム長　　後　藤　善　之

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

【電話番号】 03（3286）1111（大代表）

【事務連絡者氏名】 マーケット資金ビジネスユニット次長　　木 村　裕 紀

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 第16回無担保社債（３年債）　10,000百万円

第17回無担保社債（５年債）　20,000百万円

計　　　　　　　30,000百万円 

【発行登録書の内容】

提出日 2019年４月４日

効力発生日 2019年４月12日

有効期限 2021年４月11日

発行登録番号 31-関東１

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額　300,000百万円

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

31-関東１-１ 2020年６月12日 50,000百万円 － －

実績合計額(円)
 50,000百万円

（50,000百万円）
減額総額(円) なし

(注) 実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段(　)書きは発行価額の総額の合計額)に基づき

算出しております。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額)
250,000百万円
(250,000百万円)

(注) 残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段

(　)書きは発行価額の総額の合計額)に基づき算出して

おります。

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項なし

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債（短期社債を除く。）（３年債）】

銘柄
三井住友信託銀行株式会社第16回無担保社債
(社債間限定同順位特約付)

記名・無記名の別 該当事項なし

券面総額又は振替社債の総額(円) 金10,000百万円

各社債の金額(円) 金１億円

発行価額の総額(円) 金10,000百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年0.100％

利払日 毎年５月５日及び11月５日

利息支払の方法

１　利息支払の方法及び期限 
(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還すべき日（以下

「償還期日」という。）までこれをつけ、2021年５月５日
を第１回の利息を支払うべき日（以下「支払期日」とい
う。）としてその日までの分を支払い、その後毎年５月５
日及び11月５日の２回に各々その日までの前半か年分を支
払う。ただし、半か年に満たない利息を計算するときは、
その半か年間の日割でこれを計算する。計算の結果、１円
未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

(2) 支払期日が銀行休業日にあたるときは、支払はその前銀行
営業日にこれを繰り上げる。

(3) 償還期日後は本社債には利息をつけない。
２　利息の支払場所

別記「(注)10 元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2023年11月２日

償還の方法

１　償還金額
　　各社債の金額100円につき金100円
２　償還の方法及び期限

(1) 本社債の元金は、2023年11月２日にその総額を償還する。
(2) 本社債の償還期日が銀行休業日にあたるときは、支払はそ

の前銀行営業日にこれを繰り上げる。
(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機

関」欄に定める振替機関が別途定める場合を除き、いつで
もこれを行うことができる。

３　償還元金の支払場所
別記「(注)10 元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 国内における一般募集
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申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振
替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2020年10月28日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2020年11月５日

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保
本社債には担保ならびに保証は付されておらず、また特に留保
されている資産はない。

財務上の特約(担保提供制限)

１　当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払込
期日以降、当社が国内で既に発行した、または国内で今後
発行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行す
る第17回無担保社債（社債間限定同順位特約付）を含み、
別記「財務上の特約(その他の条項)」欄で定義する担付切
換条項が特約されている無担保社債を除く。）のために、
当社の所有する資産に担保権を設定する場合には、本社債
のために担保付社債信託法に基づき、当該資産の上に同順
位の担保権を設定する。

２　当社が本欄第１項により本社債のために担保権を設定する
場合、当社は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、
かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準
じて公告する。

財務上の特約(その他の条項)

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されてい
ない。担付切換条項とは、純資産額維持条項等当社の財務指標
に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する旨の特約を
解除するために担保権を設定する旨の特約、または当社が自ら
いつでも担保権を設定することができる旨の特約をいう。

 (注) １　信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付

(1) 株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

本社債について、当社はJCRからＡＡ－（ダブルＡマイナス）の信用格付を2020年10月28日付で取得

している。

JCRの信用格付は、格付対象となる債務について約定どおり履行される確実性の程度を等級をもって

示すものである。JCRの信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのJCRの現時点での総合的な意

見の表明であり、当該確実性の程度を完全に表示しているものではない。また、JCRの信用格付は、

デフォルト率や損失の程度を予想するものではない。JCRの信用格付の評価の対象には、価格変動リ

スクや市場流動性リスクなど、債務履行の確実性の程度以外の事項は含まれない。JCRの信用格付

は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境などの変化に伴い見直され、変動する。ま

た、JCRの信用格付の付与にあたり利用した情報は、JCRが格付対象の発行体及び正確で信頼すべき情

報源から入手したものであるが、当該情報には、人為的、機械的またはその他の理由により誤りが存

在する可能性がある。本社債の申込期間中に本社債に関してJCRが公表する情報へのリンク先は、JCR

のホームページ(https://www.jcr.co.jp/)の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」をクリックし

て表示される「ニュースリリース」（https://www.jcr.co.jp/release/）に掲載されている。なお、

システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先

は以下のとおり。

JCR:電話番号03-3544-7013

(2) ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。）

本社債について、当社はムーディーズからＡ１（Ａワン）の信用格付を2020年10月28日付で取得して

いる。

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務または債務類似証券の将来の相対的信用リスク

についてのムーディーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・

財務上の義務を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる

種類の財産上の損失と定義している。ムーディーズの信用格付は、流動性リスク、市場価値リスク、

価格変動性リスク及びその他のリスクについて言及するものではない。ムーディーズの信用格付は、

投資または財務に関する助言を構成するものではなく、特定の証券の購入、売却、または保有を推奨

するものではない。ムーディーズは、いかなる形式または方法によっても、これらの格付若しくはそ

の他の意見または情報の正確性、適時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合性について、（明

示的、黙示的を問わず）いかなる保証も行っていない。発行体または債務の信用リスクは、発行体か
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ら入手した情報、または公開情報に基づき評価される。ムーディーズは、信用格付を付与する際に用

いる情報が十分な品質を有し、またその情報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるもの

であることを確保するため、全ての必要な措置を講じている。しかし、ムーディーズは監査を行うも

のではなく、格付の過程で受領した情報について常に独自に確認することはできない。ムーディーズ

は、必要と判断した場合に本格付を変更することがある。また、ムーディーズは、資料、情報の不足

や、その他の状況により、本格付を取り下げることがある。

本社債の申込期間中に本社債に関してムーディーズが公表する情報へのリンク先は、ムーディーズの

ホームページ(http://www.moodys.co.jp/)の「当社格付に関する情報」の「レポート」の中の「プレ

スリリース‐ムーディーズ・ジャパン」をクリックして表示される「レポート」に掲載されている。

なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の

連絡先は以下のとおり。

ムーディーズ：電話番号03-5408-4100

２　振替社債

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66

条第２号の規定に基づき社債等振替法の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法

第67条第１項の規定に基づき社債券を発行することができない。

３　社債管理者の不設置

本社債は、会社法第702条ただし書の要件を充たすものであり、本社債の管理を行う社債管理者は設置

されていない。

４　期限の利益喪失に関する特約

(1) 当社は、次に掲げる事由のいずれかが発生した場合には、本社債総額について期限の利益を喪失する。

①　当社が本社債の利息の支払いを怠り、５銀行営業日が経過してもこれを履行または解消できない

とき。

②　当社が別記「財務上の特約(担保提供制限)」欄の規定に違背したとき。

③　当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をする

ことができないとき。

④　当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、若しくは当社以外の社債また

は社債を除く借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわ

らず、その履行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が50億円

を超えない場合はこの限りではない。

⑤　当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立をし、または解散（合

併の場合を除く。）の決議をしたとき。

⑥　当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始

の命令を受けたとき。

(2) 本(注)４(1)の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合は、当社はただちにその旨を公

告する。

(3) 期限の利益を喪失した本社債は、ただちに支払われるものとし、直前の利息の支払期日の翌日から、

現実に支払がなされた日または弁済の提供がなされた旨を公告した日から５銀行営業日を経過した

日のいずれか早い方の日まで、別記「利率」欄記載の利率による経過利息をつけるものとする。た

だし、期限の利益喪失日に弁済の提供がなされなかった場合には、本社債の元本及び期限の利益喪

失日までの経過利息について、期限の利益喪失日の翌日から、現実の支払がなされた日または弁済

の提供がなされた旨を公告した日から５銀行営業日を経過した日のいずれか早い方の日まで、別記

「利率」欄記載の利率による遅延損害金をつけるものとする。

５　社債権者に通知する場合の公告

本社債に関して社債権者に通知する場合の公告は、法令に別段の定めがあるものを除いては、当社の

定款所定の新聞紙に掲載する。

６　社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

７　社債要項の変更

(1) 本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本(注)９の発行代理人及び支払代理人を除く。）の変

更は、法令に定めがあるときを除き、社債権者集会の決議を要するものとし、さらに当該決議に係
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る裁判所の認可を必要とする。

(2) 本(注)７(1)の社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすものとする。

８　社債権者集会

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に規定する種類をいう。）の社債（以下「本

種類の社債」という。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の

３週間前までに本種類の社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号に掲げる事項を公

告する。

(2) 本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債についての各社債の金

額の合計額は算入しない。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、当社に対

し、本種類の社債に関する社債等振替法第86条第３項に定める書面を提示したうえ、本種類の社債

の社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して社債権者集会の

招集を請求することができる。

９　発行代理人及び支払代理人

三井住友信託銀行株式会社

10　元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程その他の

規則等に従って支払われる。
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託（３年債）】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 5,200

１　引受人は本社債の
全額につき連帯し
て買取引受を行
う。

２　本社債の引受手数
料は各社債の金額
100円につき金30
銭とする。

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 1,600

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 1,600

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番６号 600

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１
号

300

ＢＮＰパリバ証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 300

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 100

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７番１号 100

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区六本木六丁目10番１号 100

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 100

計 ― 10,000 ―

(2) 【社債管理の委託】

     該当事項なし
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３ 【新規発行社債（短期社債を除く。）（５年債）】

銘柄
三井住友信託銀行株式会社第17回無担保社債
(社債間限定同順位特約付)

記名・無記名の別 該当事項なし

券面総額又は振替社債の総額(円) 金20,000百万円

各社債の金額(円) 金１億円

発行価額の総額(円) 金20,000百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年0.180％

利払日 毎年５月５日及び11月５日

利息支払の方法

１　利息支払の方法及び期限
 (1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還すべき日（以

下「償還期日」という。）までこれをつけ、2021年５月
５日を第１回の利息を支払うべき日（以下「支払期日」
という。）としてその日までの分を支払い、その後毎年
５月５日及び11月５日の２回に各々その日までの前半か
年分を支払う。ただし、半か年に満たない利息を計算す
るときは、その半か年間の日割でこれを計算する。計算
の結果、１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨
てる。

 (2) 支払期日が銀行休業日にあたるときは、支払はその前銀
行営業日にこれを繰り上げる。

 (3) 償還期日後は本社債には利息をつけない。
２　利息の支払場所

別記「(注)10 元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2025年11月５日

償還の方法

１　償還金額
　　各社債の金額100円につき金100円
２　償還の方法及び期限
 (1) 本社債の元金は、2025年11月５日にその総額を償還す

る。
(2) 本社債の償還期日が銀行休業日にあたるときは、支払は

その前銀行営業日にこれを繰り上げる。
(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替

機関」欄に定める振替機関が別途定める場合を除き、い
つでもこれを行うことができる。

３　償還元金の支払場所
別記「(注)10 元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 国内における一般募集
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申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振
替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2020年10月28日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2020年11月５日

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保
本社債には担保ならびに保証は付されておらず、また特に留保
されている資産はない。

財務上の特約(担保提供制限)

１　当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払込
期日以降、当社が国内で既に発行した、または国内で今後
発行する他の無担保社債（ただし、本社債と同時に発行す
る第16回無担保社債（社債間限定同順位特約付）を含み、
別記「財務上の特約(その他の条項)」欄で定義する担付切
換条項が特約されている無担保社債を除く。）のために、
当社の所有する資産に担保権を設定する場合には、本社債
のために担保付社債信託法に基づき、当該資産の上に同順
位の担保権を設定する。

２　当社が本欄第１項により本社債のために担保権を設定する
場合、当社は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、
かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準
じて公告する。

財務上の特約(その他の条項)

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されてい
ない。担付切換条項とは、純資産額維持条項等当社の財務指標
に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する旨の特約を
解除するために担保権を設定する旨の特約、または当社が自ら
いつでも担保権を設定することができる旨の特約をいう。

(注) １　信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付

(1) 株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

本社債について、当社はJCRからＡＡ－（ダブルＡマイナス）の信用格付を2020年10月28日付で取得

している。

JCRの信用格付は、格付対象となる債務について約定どおり履行される確実性の程度を等級をもって

示すものである。JCRの信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのJCRの現時点での総合的な

意見の表明であり、当該確実性の程度を完全に表示しているものではない。また、JCRの信用格付

は、デフォルト率や損失の程度を予想するものではない。JCRの信用格付の評価の対象には、価格変

動リスクや市場流動性リスクなど、債務履行の確実性の程度以外の事項は含まれない。JCRの信用格

付は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境などの変化に伴い見直され、変動する。

また、JCRの信用格付の付与にあたり利用した情報は、JCRが格付対象の発行体及び正確で信頼すべ

き情報源から入手したものであるが、当該情報には、人為的、機械的またはその他の理由により誤

りが存在する可能性がある。本社債の申込期間中に本社債に関してJCRが公表する情報へのリンク先

は、JCRのホームページ(https://www.jcr.co.jp/)の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」をク

リックして表示される「ニュースリリース」（https://www.jcr.co.jp/release/）に掲載されてい

る。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その

場合の連絡先は以下のとおり。

JCR:電話番号03-3544-7013

(2) ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。）

本社債について、当社はムーディーズからＡ１（Ａワン）の信用格付を2020年10月28日付で取得し

ている。

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務または債務類似証券の将来の相対的信用リス

クについてのムーディーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、事業体が契約

上・財務上の義務を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあ

らゆる種類の財産上の損失と定義している。ムーディーズの信用格付は、流動性リスク、市場価値

リスク、価格変動性リスク及びその他のリスクについて言及するものではない。ムーディーズの信

用格付は、投資または財務に関する助言を構成するものではなく、特定の証券の購入、売却、また

は保有を推奨するものではない。ムーディーズは、いかなる形式または方法によっても、これらの

格付若しくはその他の意見または情報の正確性、適時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合

性について、（明示的、黙示的を問わず）いかなる保証も行っていない。発行体または債務の信用
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リスクは、発行体から入手した情報、または公開情報に基づき評価される。ムーディーズは、信用

格付を付与する際に用いる情報が十分な品質を有し、またその情報源がムーディーズにとって信頼

できると考えられるものであることを確保するため、全ての必要な措置を講じている。しかし、

ムーディーズは監査を行うものではなく、格付の過程で受領した情報について常に独自に確認する

ことはできない。ムーディーズは、必要と判断した場合に本格付を変更することがある。また、

ムーディーズは、資料、情報の不足や、その他の状況により、本格付を取り下げることがある。

本社債の申込期間中に本社債に関してムーディーズが公表する情報へのリンク先は、ムーディーズ

のホームページ(http://www.moodys.co.jp/)の「当社格付に関する情報」の「レポート」の中の

「プレスリリース‐ムーディーズ・ジャパン」をクリックして表示される「レポート」に掲載され

ている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。

その場合の連絡先は以下のとおり。

ムーディーズ：電話番号03-5408-4100

２　振替社債

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第

66条第２号の規定に基づき社債等振替法の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振

替法第67条第１項の規定に基づき社債券を発行することができない。

３　社債管理者の不設置

本社債は、会社法第702条ただし書の要件を充たすものであり、本社債の管理を行う社債管理者は設置

されていない。

４　期限の利益喪失に関する特約

 (1) 当社は、次に掲げる事由のいずれかが発生した場合には、本社債総額について期限の利益を喪失する。

①　当社が本社債の利息の支払いを怠り、５銀行営業日が経過してもこれを履行または解消できない

とき。

②　当社が別記「財務上の特約(担保提供制限)」欄の規定に違背したとき。

③　当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をする

ことができないとき。

④　当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、若しくは当社以外の社債また

は社債を除く借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわ

らず、その履行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が50億円

を超えない場合はこの限りではない。

⑤　当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立をし、または解散（合

併の場合を除く。）の決議をしたとき。

⑥　当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始

の命令を受けたとき。

(2) 本(注)４(1)の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合は、当社はただちにその旨を公告

する。

(3) 期限の利益を喪失した本社債は、ただちに支払われるものとし、直前の利息の支払期日の翌日から、現

実に支払がなされた日または弁済の提供がなされた旨を公告した日から５銀行営業日を経過した日のい

ずれか早い方の日まで、別記「利率」欄記載の利率による経過利息をつけるものとする。ただし、期限

の利益喪失日に弁済の提供がなされなかった場合には、本社債の元本及び期限の利益喪失日までの経過

利息について、期限の利益喪失日の翌日から、現実の支払がなされた日または弁済の提供がなされた旨

を公告した日から５銀行営業日を経過した日のいずれか早い方の日まで、別記「利率」欄記載の利率に

よる遅延損害金をつけるものとする。

５　社債権者に通知する場合の公告

本社債に関して社債権者に通知する場合の公告は、法令に別段の定めがあるものを除いては、当社の定款

所定の新聞紙に掲載する。

６　社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

７　社債要項の変更

(1) 本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本(注)９の発行代理人及び支払代理人を除く。）の変更

は、法令に定めがあるときを除き、社債権者集会の決議を要するものとし、さらに当該決議に係る裁判
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所の認可を必要とする。

(2) 本(注)７(1)の社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすものとする。

８　社債権者集会

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に規定する種類をいう。）の社債（以下「本種

類の社債」という。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間

前までに本種類の社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号に掲げる事項を公告する。

(2) 本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債についての各社債の金額

の合計額は算入しない。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、当社に対し、本

種類の社債に関する社債等振替法第86条第３項に定める書面を提示したうえ、本種類の社債の社債権者

集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して社債権者集会の招集を請求する

ことができる。

９　発行代理人及び支払代理人

三井住友信託銀行株式会社

10　元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程その他の規則

等に従って支払われる。
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４ 【社債の引受け及び社債管理の委託（５年債）】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 10,400

１　引受人は本社債の
全額につき連帯し
て買取引受を行
う。

２　本社債の引受手数
料は各社債の金額
100円につき金35
銭とする。

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 3,200

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 3,200

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番６号 1,200

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１
号

600

ＢＮＰパリバ証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 600

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 200

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７番１号 200

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区六本木六丁目10番１号 200

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 200

計 ― 20,000 ―

(2) 【社債管理の委託】

     該当事項なし

５ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

30,000 111 29,889

 （注）上記金額は、第16回無担保社債及び第17回無担保社債の合計金額であります。

(2) 【手取金の使途】

上記の差引手取概算額29,889百万円は、貸出金や有価証券取得等の長期的投資資金及び経費支払等の一般運

転資金に充当する予定ですが、その具体的な内容や使途別の金額、支出時期については、資金繰りの状況等に

応じて決定する見込みであり、現時点では未定です。
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第２ 【売出要項】

該当事項なし
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項なし
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第二部 【公開買付けに関する情報】

第１ 【公開買付けの概要】

該当事項なし
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第２ 【統合財務情報】

該当事項なし
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第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約】

該当事項なし
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類

を参照すること。

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

 事業年度　第８期(自　2019年４月１日　至　2020年３月31日)　2020年６月29日関東財務局長に提出
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第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書

の提出日以後、本発行登録追補書類提出日(2020年10月28日)までの間において生じた変更その他の事由はありませ

ん。また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本発行登録追補書類提

出日(2020年10月28日)現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載すべき将来に関する事項もありません。

なお、当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。
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第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

 三井住友信託銀行株式会社　本店

     (東京都千代田区丸の内一丁目４番１号)
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第四部 【保証会社等の情報】

該当事項なし
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（参考）  

三井住友信託銀行株式会社第13回無担保社債（社債間限定同順位特約付）   （2018年７月11日の募集）

券面総額又は振替社債の総額 20,000百万円

合計額 20,000百万円

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

 

会　社　名　　　　　三井住友信託銀行株式会社　

代表者の役職氏名    取締役社長  橋　本　　勝　

 

 

 
１  当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

 

 
２  当社は、本邦において発行登録書の提出日（2019年４月４日）以前５年間にその募集又は売出しに係る有価証券届出書又

は発行登録追補書類を提出することにより発行し、又は交付された社債券の券面総額又は振替社債の総額が100億円以上で

あります。
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

１．事業内容の概要 

2020年６月30日現在、当社及び当社の関係会社は、親会社である三井住友トラスト・ホールディングス株式会社の下、

当社、連結子会社39社及び持分法適用関連会社23社で構成されており、幅広く金融関連業務を行っております。 

当社及び当社の関係会社の事業に係る位置付け及び報告セグメントとの関係は次のとおりであり、主要な関係会社を記

載しております。 

三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス株式会社

三井住友トラスト保証株式会社

三井住友トラスト不動産株式会社

三井住友トラスト不動産投資顧問株式会社

三井住友トラスト・ウェルスパートナーズ株式会社

三井住友トラストクラブ株式会社

三井住友トラスト・カード株式会社

三井住友トラスト総合サービス株式会社

三井住友トラスト・インベストメント株式会社

東京証券代行株式会社

ジェイ・ユーラス・アイ・アール株式会社

日本証券代行株式会社

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社

Sumitomo Mitsui Trust Bank (Thai) Public Company Limited

Sumitomo Mitsui Trust (Ireland) Limited

Sumitomo Mitsui Trust (U.S.A.) Limited

Sumitomo Mitsui Trust (Hong Kong) Limited

Sumitomo Mitsui Trust (Luxembourg) S.A.

住信SBIネット銀行株式会社

カーディフ生命保険株式会社

紫金信託有限責任公司

Midwest Railcar Corporation

マーケット事業

その他

（連結子会社）

（持分法適用関連会社）

三
井
住
友
信
託
銀
行
株
式
会
社

個人トータルソリューション事業

法人事業
（法人トータルソリューション事業及び法人アセットマネジメント事業）

証券代行事業

不動産事業

受託事業

三井住友トラスト・ライフパートナーズ株式会社
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２．主要な経営指標等の推移 

(１) 連結

2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

(自 2015 年 
４月１日 

至 2016 年 
３月 31 日) 

(自 2016 年 
４月１日 

至 2017 年 
３月 31 日) 

(自 2017 年 
４月１日 

至 2018 年 
３月 31 日) 

(自 2018 年 
４月１日 

至 2019 年 
３月 31 日) 

(自 2019 年 
４月１日 

至 2020 年 
３月 31 日) 

連結経常収益 百万円 1,163,628 1,244,658 1,333,477 1,450,257 1,446,598 

うち連結信託報酬 百万円 100,175 94,289 94,624 100,301 99,816 

連結経常利益 百万円 242,481 177,667 226,345 251,344 232,268 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

百万円 140,749 113,141 155,875 161,545 147,190 

連結包括利益 百万円 36,020 151,840 232,204 79,333 △33,490

連結純資産額 百万円 2,542,469 2,633,005 2,717,588 2,499,879 2,212,489 

連結総資産額 百万円 51,613,282 52,540,547 54,810,805 56,941,609 56,288,892 

１株当たり純資産額 円 1,404.45 1,457.73 1,537.23 1,472.33 1,305.26 

１株当たり当期純利益 円 84.05 67.56 93.08 96.47 87.89 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

円 ― ― ― ― ― 

自己資本比率 ％ 4.55 4.64 4.69 4.32 3.88 

連結自己資本利益率 ％ 5.95 4.72 6.21 6.41 6.32 

営業活動による 
キャッシュ・フロー

百万円 6,294,492 389,183 2,369,481 1,113,363 △2,388,345

投資活動による 
キャッシュ・フロー

百万円 △423,362 △381,965 △783,848 △188,024 △624,994

財務活動による 
キャッシュ・フロー

百万円 △52,705 33,914 △72,362 △200,049 △112,475

現金及び現金同等物の 
期末残高 

百万円 11,828,250 11,856,847 13,361,241 14,076,767 10,906,648 

従業員数 
［外、平均臨時従業員数] 

人 
20,639 20,869 20,952 20,819 20,104 

[2,351] [2,312] [2,204] [2,102] [2,058] 

信託財産額 百万円 174,908,223 188,467,733 201,698,118 211,350,067 224,425,327 

(注)１．当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

３．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しており

ます。 

４．連結自己資本利益率は、親会社株主に帰属する当期純利益を、非支配株主持分控除後の期中平均連結純資産額

で除して算出しております。 

５．連結株価収益率は、株式が非上場であるため、記載しておりません。 

６．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しておりま

す。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は当社１社です。 

22



(２) 単体

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期 

決算年月 2016 年３月 2017 年３月 2018 年３月 2019 年３月 2020 年３月 

経常収益 百万円 773,221 809,556 889,145 1,017,859 1,036,047 

うち信託報酬 百万円 100,288 94,289 94,870 100,972 99,816 

経常利益 百万円 218,877 117,311 172,967 209,094 176,443 

当期純利益 百万円 143,154 77,663 117,980 148,661 124,706 

資本金 百万円 342,037 342,037 342,037 342,037 342,037 

発行済株式総数 

普通株式 
千株 1,674,537 1,674,537 1,674,537 1,674,537 1,674,537 

純資産額 百万円 2,285,263 2,309,724 2,372,266 2,271,838 2,017,424 

総資産額 百万円 50,256,590 50,969,247 53,161,437 55,223,770 54,596,753 

預金残高 百万円 26,467,412 29,019,323 29,392,255 31,744,181 30,537,466 

貸出金残高 百万円 27,044,368 28,158,969 28,259,093 29,404,142 29,953,513 

有価証券残高 百万円 5,311,214 5,518,947 5,972,337 6,091,898 6,625,035 

１株当たり純資産額 円 1,364.71 1,379.32 1,416.67 1,356.69 1,204.76 

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額） 
普通株式 

円 
32.52 

(11.98) 
53.99 

(12.04) 
67.16 

(12.62) 
96.05 

(45.40) 
47.18 

(34.20) 

１株当たり当期純利益 円 85.48 46.37 70.45 88.77  74.47 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

円 ― ― ― ― ― 

自己資本比率 ％ 4.54 4.53 4.46 4.11 3.69 

自己資本利益率 ％ 6.34 3.38 5.03 6.40 5.81 

配当性向 ％ 38.04 116.41 95.32 108.19 63.35 

従業員数 
［外、平均臨時従業員数］ 

人 
13,463 13,647 13,659 13,469 13,527 
[684] [643] [582] [495] [458] 

信託財産額 百万円 174,908,223 188,467,733 201,698,118 211,350,067  224,425,327 

信託勘定貸出金残高 百万円 1,072,436 1,410,062 1,306,319 1,445,195  1,543,160 

信託勘定有価証券残高 百万円 1,954,552 3,077,763 1,834,427 1,253,465  1,075,184 

 (注)１．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．第８期（2020 年３月）の普通株式の中間配当についての取締役会決議は 2019年 11月 13 日に行いました。 

３．第７期（2019 年３月）の現物配当については、１株当たり配当額及び配当性向に含めておりません。 

４．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

６．自己資本利益率は、当期純利益を期中平均純資産額で除して算出しております。 

７．株価収益率、株主総利回り及び最高・最低株価は、株式が非上場であるため、記載しておりません。 
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